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個人情報の取扱いに関する意見について（答申） 

 

 

答申第２７６号（平成２７年９月２９日付け大個審第３９号）ただし書きに基づき

諮問のあった「住民基本台帳ネットワークシステムにおける本人確認情報の条例によ

る利用について（諮問）」（平成３０年１０月１８日付け市第２７４７号）に関し、大

阪府住民基本台帳法施行条例（平成２３年大阪府条例第７号）第６条に基づき審議し

た結果、個人情報の保護に万全を期すことを前提に、別紙に掲げる事務において住民

基本台帳ネットワークシステムを利用することを適当なものと認めます。 

本人確認情報の利用にあたっては、住民基本台帳ネットワークシステムを取り扱う

職員への研修や漏えい防止措置の徹底などセキュリティ確保を徹底し、個人情報の保

護に万全を期し、適正に利用されるよう配慮願います。 

なお、答申第２７６号別紙に掲げる事務（本答申及び答申第２８３号（平成２７年

１２月１５日付け大個審第５６号）に係る事務を除く。）についても、事務手続の詳

細が確定次第、あらためて事前に本審議会の意見を徴することを求めます。 



 

 

（ 別 紙 ） 
 
 ○利用事務 
  事 務 名  特別支援学校への就学のための必要な経費の支弁に関する事務 
  事務概要  特別支援学校へ就学する児童等の保護者等に対し、就学のための必

要な経費の支弁等を行う。 
根拠法令等 特別支援教育就学奨励費負担金等及び要保護児童生徒援助費補助金 

交付要綱 


